
2026年7月3日

頁

1 表紙

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理業務

要求水準書 共通編及び施設整備編 修正版

2026年4月 国立研究開発法人理化学研究所

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理業務　要求水準書 共通編及び施設

整備編 修正版

2026年7月 国立研究開発法人理化学研究所

2
別紙1

6
5 (3)

・供給電圧77kV、設備容量50MVA（A系統：

77kV/6.6kV_25MVA×2台、B系統：77kV/6.6kV_25MVA×2

台）想定を整備することとし、本線・予備線2回線受電による

冗長化を行うこと。

・供給電圧77kV、設備容量50MVA（77kV/6.6kV_25MVA×2台）を整備することとし、

本線・予備線2回線受電による冗長化を行うこと。ただし、将来的に電力の安定供給を鑑

みて25MVA×1～2台程度を設置できる配置や接続計画とすること。

3
別紙1

7
5 (3)

・燃料種別は軽油とすること。（関係法規を満足した計画と

すること）

・燃料種別は軽油又はA重油とすること。（関係法規を満足した計画とすること）

4
別紙1

8
5 (3)

・主装置は計算機設備監視常駐室に配置すること。 ・主装置は警備員控室に配置すること。

5
別紙1

8
5 (3)

・必要に応じ、HPC室前室へ防犯用緊急呼出装置を設け、監

視常駐室への発報を可能とすること。

・主装置は計算機設備監視常駐室とし、廊下でもランプとブ

ザーで発報すること。

・必要に応じ、HPC室前室へ防犯用緊急呼出装置を設け、警備室への発報を可能とする

こと。

・主装置は警備員控室とし、廊下でもランプとブザーで発報すること。

見出し番号

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業「要求水準書 共通事項及び施設整備編」修正一覧表

No.
変更箇所（変更後）

変更前 変更後



2026年7月3日

頁 見出し番号

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業「要求水準書 共通事項及び施設整備編」修正一覧表

No.
変更箇所（変更後）

変更前 変更後

6
別紙1

9
5 (3)

【共通】

・夜間機械警備を設けること。

・設置対象は「別紙2 諸室リスト及び要求性能表」に記載の

諸室及び屋外との出入口とすること。

・セキュリティ機器の選定にあたり「責任あるサプライ

チェーン等における人権尊重のためのガイドライン」等を踏

まえた製品を採用すること。

・多雷地域を考慮した雷対策（SPD等）を行うこと。

【入退館管理システム】

・理研ICカードシステムによる入退館ができるよう、必要な

設備を設置すること。

【共通】

・セキュリティ機器の選定にあたり「責任あるサプライチェーン等における人権尊重の

ためのガイドライン」等を踏まえた製品を採用すること。

・多雷地域を考慮した雷対策（SPD等）を行うこと。

【機械警備】

・機械警備を設けること。

・設置対象は、屋外に面した開口部等を想定すること。また、異常時に理研が契約する

警備会社等への警報が可能となるよう、接点等を用意すること。

【入退館管理システム】

・理研ICカードシステムによる入退館ができるよう、必要な設備を設置すること。

・設置対象は「別紙2 諸室リスト及び要求性能表」に記載の諸室及び屋外との出入口と

すること。



2026年7月3日

頁

1 表紙

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理業務

設計・施工一括請負契約書 (案) 修正版

2026年4月 国立研究開発法人理化学研究所

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理業務　設計・施工一括請負契約書

(案) 修正版

2026年7月 国立研究開発法人理化学研究所

2 5 第4条 7

第5項の場合において､保証金額は､請負代金額の10分の3以上

としなければならない｡

第5項の場合において､保証金額は､契約金額の10分の3以上としなければならない｡

3 5 第4条 8

契約金額の変更があった場合には､第1項の場合においては､保

証の額が変更後の契約金額の10分の1に達するまで､第5項の

場合においては､保証の額が変更後の請負代金額の10分の3に

達するまで､発注者は､保証の額の増額を請求することができ､

受注者は､保証の額の減額を請求することができる｡

契約金額の変更があった場合には､第1項の場合においては､保証の額が変更後の契約金額

の10分の1に達するまで､第5項の場合においては､保証の額が変更後の契約金額の10分の

3に達するまで､発注者は､保証の額の増額を請求することができ､受注者は､保証の額の減

額を請求することができる｡

4 6 第7条 3 (1)

社会保険等未加入建設業者が前項第1号に掲げる下請負人であ

る場合において､ 同号イに定める特別の事情があると認めら

れなかったとき又は受注者が同号ロに定める期間内に確認書

類を提出しなかったとき 受注者が当該社会保険等未加入建設

業者と締結した下請契約の最終の請負代金額の10分の1に相

当する額

社会保険等未加入建設業者が前項第1号に掲げる下請負人である場合において､ 同号イに

定める特別の事情があると認められなかったとき又は受注者が同号ロに定める期間内に

確認書類を提出しなかったとき 受注者が当該社会保険等未加入建設業者と締結した下請

契約の最終の契約金額の10分の1に相当する額

見出し番号

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業「設計・施工一括請負契約書 (案) 」修正一覧表

No.
変更箇所（変更後）

変更前 変更後



2026年7月3日

頁 見出し番号

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業「設計・施工一括請負契約書 (案) 」修正一覧表

No.
変更箇所（変更後）

変更前 変更後

5 6 第7条 3 (2)

社会保険等未加入建設業者が前項第2号に掲げる下請負人で

ある場合において､ 同号イに定める特別の事情があると認め

られず､かつ､受注者が同号ロに定める期間内に 確認書類を提

出しなかったとき 当該社会保険等未加入建設業者がその注文

者と締結した下請契約の最終の請負代金額 の100分の5に相当

する額

社会保険等未加入建設業者が前項第2号に掲げる下請負人で ある場合において､ 同号イに

定める特別の事情があると認められず､かつ､受注者が同号ロに定める期間内に 確認書類

を提出しなかったとき 当該社会保険等未加入建設業者がその注文者と締結した下請契約

の最終の契約金額の100分の5に相当する額

6 23 第54条 6

部分払金の額は、次の式により算定する。この場合におい

て、第１項の契約金額相当額は、発注者と受注者が協議して

定める。ただし、発注者が第3項の通知にあわせて第1項の契

約金額相当額の協議を申し出た日から14日以内に協議が整わ

ない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。

　　部分払金の額≦第1項の契約金額相当額×（9／10－前払

金額／請負代金額）

部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において、第１項の契約金額相当額

は、発注者と受注者が協議して定める。ただし、発注者が第3項の通知にあわせて第1項

の契約金額相当額の協議を申し出た日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者

が定め、受注者に通知する。

　　部分払金の額≦第1項の契約金額相当額×（9／10－前払金額／契約金額）

7 23 第55条 1

発注者は、債務負担行為に係る契約において、予算上の都合

その他の必要があるときは､各会計年度にわたる請負代金の支

払の限度額（以下「支払限度額」という。）及び支払限度額

に対応する各会計年度の出来高予定額を契約書に定めること

ができる。

発注者は、債務負担行為に係る契約において、予算上の都合その他の必要があるときは､

各会計年度にわたる契約金額の支払の限度額（以下「支払限度額」という。）及び支払

限度額に対応する各会計年度の出来高予定額を契約書に定めることができる。



2026年7月3日

頁 見出し番号

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業「設計・施工一括請負契約書 (案) 」修正一覧表

No.
変更箇所（変更後）

変更前 変更後

8 24 第56条 5

第1項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額

が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、同項

の規定により準用される第51第1項の規定にかかわらず、受

注者は、請負代金相当額が前会計年度まで出来高予定額に達

するまで当該会計年度の前払金及び中間前払金の支払を請求

することができない。

第1項の場合において、前会計年度末における契約金額相当額が前会計年度までの出来高

予定額に達しないときには、同項の規定により準用される第51第1項の規定にかかわら

ず、受注者は、契約金額相当額が前会計年度まで出来高予定額に達するまで当該会計年

度の前払金及び中間前払金の支払を請求することができない。

9 24 第56条 6

第1項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額

が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、その

額が当該出来高予定額に達するまで前払金及び中間前払金の

保証期限を延長するものとする。この場合においては、第52

条第4項の規定を準用する。

第1項の場合において、前会計年度末における契約金額相当額が前会計年度までの出来高

予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額に達するまで前払金及び中間前

払金の保証期限を延長するものとする。この場合においては、第52条第4項の規定を準用

する。

10 24 第57条 1

債務負担行為に係る契約において、前会計年度末における請

負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合

においては、受注者は、当該会計年度の当初に当該超過額

（以下「出来高超過額」という。）について部分払を請求す

ることができる。ただし、契約会計年度以外の会計年度にお

いては、受注者は、予算の執行が可能となる時期以前に部分

払の支払を請求することはできない。

債務負担行為に係る契約において、前会計年度末における契約金額相当額が前会計年度

までの出来高予定額を超えた場合においては、受注者は、当該会計年度の当初に当該超

過額（以下「出来高超過額」という。）について部分払を請求することができる。ただ

し、契約会計年度以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行が可能となる時期

以前に部分払の支払を請求することはできない。


